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高規格道路ネットワークのあり方 中間とりまとめ 概要

○ 令和５年10月、国土幹線道路部会により「高規格道路ネットワークのあり方 中間とりまとめ」を公表。

○ 「多様な価値に対応した評価の確立」の検討の必要性について指摘。
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令和５年10月31日公表
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令和６年能登半島地震の概要 （令和６年１月１日16時10分の地震）

○ 令和６年（2024年）１月１日16時10分にマグニチュード（M）7.6、深さ16kmの地震が発生し、石川県輪島市、志賀町で震度７
を観測したほか、北海道から九州地方にかけて震度６強～１を観測。

○ この地震により石川県能登に対して大津波警報を、山形県から兵庫県北部を中心に津波警報を発表し、警戒を呼びかけ。
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令和６年能登半島地震 能登半島 道路の復旧状況



令和６年能登半島地震を踏まえた緊急提言 概要

○ 令和６年６月、国土幹線道路部会により「令和６年能登半島地震を踏まえた緊急提言」を公表。

○ 地域安全保障のエッセンシャルネットワークの早期確立等と併せて、「多様な価値に対応した評価」の必
要性について指摘。
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令和６年６月28日公表



持続可能な開発への貢献について

○ 気候変動、生物多様性の損失及び汚染という３つの世界的危機に対し、自然再興（ネイチャーポジティ
ブ）・炭素中立（カーボンニュートラル）・循環経済（サーキュラーエコノミー）等の政策を統合し、相乗効果を
図ることが重要とされている。
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「道路におけるカーボンニュートラル推進戦略」の４つの柱

○ 令和５年９月、「道路におけるカーボンニュートラル推進戦略」を中間とりまとめ。

○ 今後、道路事業におけるカーボンニュートラルへの貢献に向けたより具体的な取組が求められる。
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令和５年９月５日公表



建設工事費デフレーターの推移（2015年度以降）
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建設工事費デフレーター

※基準年は平成27年度（2015年度基準）とする。
※令和６年５月３１日付公表資料より作成。
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（平成27年度）

2016年度

（平成28年度）

2017年度

（平成29年度）

2018年度

（平成30年度）

2019年度

（平成31年度/令和元年

度）

2020年

（令和2年度）

2021年度

（令和3年度）

2022年度

（令和4年度）

2023年度

（令和5年度）

建設総合

○建設工事デフレーター（2015年度平均＝100）は、現在（2024年1-3月期）までの９年間で23.8％
（2.5％/年）上昇しており、特に2021年1-3月期以降の直近３年間（2024年1-3月期まで）においては、
14.0％（4.5％/年）上昇している。



主要建設資材の価格推移
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公共工事設計労務単価
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公共工事設計労務単価 全国全職種平均値の推移

令和６年３月から適用する公共工事設計労務単価について

H24比R06R05R04R03R02H31H30H29H28H27H26H25

+75.3%+5.9%→+5.2%→+2.5%→+1.2%→+2.5%→+3.3%→+2.8%→+3.4%→+4.9%→+4.2%→+7.1%→+15.1%全 職 種

+75.7%+6.2%→+5.0%→+3.0%→+1.0%→+2.3%→+3.7%→+2.8%→+2.6%→+6.7%→+3.1%→+6.9%→+15.3%主要12職種

参考：近年の公共工事設計労務単価の単純平均の伸び率の推移

注1）「主要12職種」とは通常、公共工事において広く一般的に従事されている職種。
注2）金額は加重平均値にて表示。平成31年までは平成25年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出し、令和2年以降は令和2年度の標本数をもとにラスパイレス式で算出した。
注3）平成18年度以前は、交通誘導警備員がA・Bに分かれていないため、交通誘導警備員A・Bを足した人数で加重平均した。
注4）伸び率は単純平均値より算出した。

建設投資の減少に伴う労働需給
の緩和により下降

１２年連続の上昇

単価算出手法の大幅変更
・必要な法定福利費相当額の反映を実施

（円）

（１）最近の労働市場の実勢価格を適切・迅速に反映し、47都道府県・51職種別に単価を設定

（２）４月から適用される時間外労働の上限規制に対応するために必要な費用を反映

全国

（23,600円）令和５年３月比；＋５．９％（平成24年度比；＋７５．３％）全 職 種

（22,100円）令和５年３月比；＋６．２％（平成24年度比；＋７５．７％）主 要 1 2 職 種

単価設定のポイント



• 最近の情勢を踏まえた事業評価手法の課題
• 事業費算定のあり方等

公共事業評価手法研究委員会における議論
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公共事業評価手法研究委員会 委員

委員長 家田 仁
（政策研究大学院大学 特別教授）

大串 葉子
（同志社大学大学院ビジネス研究科 教授）

大野 栄治
（名城大学都市情報学部 副学長・教授）

加藤 一誠
（慶応義塾大学商学部 教授）

小林 潔司
（京都大学経営管理大学院 特任教授）

田中 里沙
（事業構想大学院大学 学長・教授）

○ 今年度の公共事業評価手法研究委員会において、総合的な評価のあり方や貨幣換算が困
難な効果の評価、事業費算定のあり方について議論され、一定の方向性が示されたところ。

• 総合的な評価のあり方
• 貨幣換算が困難な効果の評価
• 事業費算定のあり方

令和６年度 第１回公共事業評価手法研究委員会
（R6.5.13）

令和６年度
委員会の意見を踏まえ、技術指針の改定等
必要な対応を実施

令和６年度 第２回公共事業評価手法研究委員会
（R6.6.24）



今後の取組の方向性（案）論点

○公共事業の事業評価については、日本の社会・経済状況は大きく変化しており、防災やカーボンニュート
ラルなど、社会的なニーズが高いにも関わらず、費用便益分析（B/Cの取扱含む）では十分評価できてい

ない効果があることや、長期的に発現する効果などを評価することには課題があることなどを踏まえ、事
業評価の対象範囲の見直し含め、総合評価のあり方について検討を進めていく。

なお、再評価時においては、事業全体及び残事業の両者の投資効率性を確認すべきであり、全体B/C、
残事業B/Cはこれまで同様、費用便益分析の評価指標の一つとして取り扱う。

総合的な評価の
あり方

（費用便益分析に
おけるB/Cの位置
づけ）

○社会資本が果たす役割は広範でその全てを貨幣換算化することは困難であるが、事業の説明責任の観
点から、評価手法の確立、評価値の精度向上に向けた検討が必要な効果も、その旨明示した上で、必要
に応じて貨幣換算化し、参考比較のための値を設定して公表する。その際、便益を重複して評価しないよ
うに留意する。

○社会経済情勢の変化に対応した便益（原単位含む）の見直しを適時適切に行っていく。

貨幣換算が困難
な効果の評価
（便益の妥当性）

○事業特性を踏まえ、事業費に関するリスクへの対応を強化する。
・各設計段階のリスク分析・評価の実施
→ 事業化前・着工前段階における事前調査を充実
→ 設計段階に応じて、事業費に関するリスク分析・評価を行い、評価時点でのリスクを洗い出し

・今後予見されるリスクの明示

→ 評価時点におけるリスクへの対応状況や事業費計上の考え方を明示

・リスクを考慮した事業費の計上
→ 過去の事例のストック化を進め、これらの分析結果等に基づき、リスクを考慮した費用を計上
→ 更なる事業費増加を避けるため、コストマネジメントをはじめ、事業の執行管理や効率性低下等への
対応策の適切な実施

○再評価を実施するタイミングを明確化する。
→ 工事着手時など事業費を確認できる節目において、事業費や事業計画などの抜本的な見直しが生じた場合は、
再評価を前倒して実施

事業費算定の
あり方
（当初事業費と

実態の乖離）

特に、事業費への影響が大きい大規模な道路事業やダム事業などにおける、
当初事業費の算定について、事業特性に応じた検討を深めていく必要。

公共事業評価手法研究委員会における議論
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R6.6.24 令和６年度第２回
公共事業評価手法研究委員会



○ 今後の事業評価の検討の方向性
① 様々な効果
② 評価の区間及び時期
③ 評価の視点

論点整理

14

≪これまでの開催経緯≫ ≪評価に関する意見≫ ≪今回の論点≫

○ 効果的・効率的な再評価
○ 評価区間の適切な設定

○ 道路の様々な効果に関する評価に
ついて
① 様々な効果の把握
② 事後評価の実施時期
③ 事後評価での知見の蓄積
④ 更新事業等の効果の確認 等

○ 防災や医療など３便益以外の効果の適切な
評価について議論する必要。（第12回）

○ 緊急的な災害のリスクを考えると、つくるべきと
ころに必要な道路を財政の効果ももたらしなが
らつくっていくという事業評価が必要。（第14
回）

○ ネットワークや評価についてWISENET2050
に対応していくべき。（第24回）

○ 一体評価や社会的割引率の参考値、多様な
ストック効果など、いろいろなバリエーションを示
して評価をすることは有効。（第24回）

○ B／Cの基準が一律で良いのか、地域の事情
を考慮して判断する必要。（第24回）

○ 現場の感覚も踏まえた無駄のない評価ができ
るよう運用を工夫すべき。（第14回）

○ ドライバーの利用実態を明確にした上で区間
設定を行うべき。（第17回）

○ ネットワークを整備するという意味では、本来、
条件の悪いところを整備しなければならないが、
現状の考え方ではそれができておらず、抜本的
な議論が必要。（第24回）

公共事業評価手法研究委員会

国会等における議論

評価のあり方について

評価区間について

第12回事業評価部会（H27.12.21）

第14回事業評価部会（H28.12.16）

第17回事業評価部会（H30.8.2）

○ 事業評価制度について、ご意見
第24回事業評価部会（R6.3.12）

総合的な評価
のあり方

多様な効果の
評価

一体評価の
あり方

事業費算定の
あり方
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公共事業の事業評価の手法

事業評価は、費用対効果分析を含めて総合的に実施

○貨幣換算した便益だけでなく、貨幣換算することが困難な効果項目をも含めて、
事業の投資効果を評価する分析手法。

費用対効果分析

・事業の効率性を評価する分析手法。
・貨幣換算した便益を費用で除した費用便益
比（B/C）等がある。

・貨幣換算の手法が確立した便益のみが分析
の対象となる。

費用便益分析

・貨幣換算することが困難な
効果について考慮している。

貨幣換算が困難な効果

○費用対効果分析の他に、様々な状況を総合的に勘案している。

その他の視点

例：
・環境への影響

・災害時における人や物資
の輸送を確保

等を考慮

例：事業実施環境、地元との調整状況、過去の災害の状況等を考慮
1616

１ 総合的な評価のあり方



現行の道路事業の評価手法

17

○ 事業採択の前提条件を確認した上で、費用便益分析（Ｂ／Ｃ）や事業の影響、事業

実施環境を俯瞰し、採択の可否を判断。

事業採択の前提条件の確認

費用便益分析（Ｂ／Ｃ）

事業実施環境

自動車や歩行者
への影響

社会全体への影響

渋滞対策

事故対策

歩行空間

住民生活

地域経済

災 害

環 境

地域社会

事業の影響

・便益が費用を上回っている

・円滑な事業執行の環境が整っている新

規

事

業

採

択

走行経費減少

交通事故減少

走行時間短縮

３便益

１ 総合的な評価のあり方



現行の道路事業の評価手法
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１ 総合的な評価のあり方

■新規事業採択時評価のカルテ様式



韓国
カナダ

ブリティッシュコロン
ビア州

アメリカ
ニュージーラン

ド
オーストラリ

ア
スウェーデンノルウェーオランダフランスドイツイギリス日本

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1の
規定なし*2

B/C>1 *1事業化要件としてのB/Cの扱い

●●●●●●●●●●●●走行時間短縮

評
価
指
標

●●●●●●●●●●●●走行経費減少

●●●●●●●●●●●●交通事故減少

▲△●●●●▲●▲走行時間信頼性向上

▲▲●△△●●
走行快適性の向上

（車両・歩行者・自転車）

▲アメニティ価値

▲△
オプション価値・

非利用価値

●△▲●●●●▲●●●温室効果ガス削減

●△●●●●▲●●●
大気汚染の減少（温室効果ガス削

減以外）

●△▲●●●●▲●●●騒音低減

△△水質汚染の改善

△その他環境への影響

△●△△△△▲広域的な経済効果

▲△産業振興・観光

△荷痛み軽減

▲△●●△●△●健康の増進

▲救命率向上

●▲●
間接税収の増加
（供給者便益）

▲△▲△△△△まちづくりへの影響

△地価への影響

△●地域分断の軽減

△△△自然災害リスクへの影響

△人為災害リスクへの影響

△▲△▲△△△自然保護・生物多様性への影響

△△△景観への影響

△△△△文化・遺産への影響

▲△建設期間中の影響

星取表の凡例／ ●：便益として加算している項目、▲：事業特性によっては便益として加算しても良いとされる項目、△：便益として加算しないが定量的な検討を行っても良いとされる項目

*1: 事業採択の前提条件：「便益が費用を上回っている」
*2: 各国の評価マニュアル上、B/C>1の規定は確認されず、B/C（またはNPV）とその他の効果で判断していることを確認

費用便益分析における便益項目

19

○ 各国の費用便益比（B／C）の扱いは日本と異なっている。

○ 道路整備に伴う効果は多岐多様に渡る一方、費用便益分析において、日本で考慮している便益の項目
は、各国と比較しても限定的となっている。

１ 総合的な評価のあり方

R6.6.24 令和6年度第2回
公共事業評価手法研究委員会資料を一部編集



出典：令和5年度第2回公共事業評価手法研究委員会（R5.6.22）20

多様な価値に対応した総合評価 １ 総合的な評価のあり方

○ 英国の総合評価体系における経済的側面の評価では、非貨幣換算効果も含め総合的に評価している。

○ 我が国の道路事業の評価においても、多様な価値に対応した総合評価のあり方を検討していく。

R5.6.22 令和５年度第２回
公共事業評価手法研究委員会資料を一部編集



施策方針に対応した評価項目

21

１ 総合的な評価のあり方

○ 英国では、戦略（上位計画への貢献度）を重視し、戦略と整合した多様な便益指標により評価を実施。

○ 日本では、３便益の費用便益比に偏重した評価体系となっており、上位政策と整合的な評価体系となっ
ていないとの指摘もある。

出典：令和6年度第1回公共事業評価手法研究委員会（R6.5.13）
神戸大学小池淳司教授ご説明資料 より抜粋



（参考）道路整備による多様な効果を把握・評価する手法に関する研究

22
出典：「権利と効率のストック効果に基づく社会的意思決定方法と実用的なストック効果計測手法の開発」

（神戸大学大学院 小池 淳司 教授）令和4年度中間評価・革新的研究調査(FS)評価結果概要 より抜粋



施策方針に対応した評価項目

23

○ 昨今の情勢を踏まえ、政府及び国土交通省が定める各種計画の見直しが進められており、道路分野に

おいても、今後取り組む具体的な政策をとりまとめた『WISENET2050』を令和５年10月に公表。

○ これらの国の上位計画や施策方針などに対応した評価項目の設定を検討する。

WISENET2050が掲げる道路ネットワークの役割
出典：「WISENET2050・政策集」（国土交通省道路局HP）より抜粋

整合を図るべき上位計画や施策方針の例
社会資本整備重点計画
第３次国土形成計画（R5.7.28閣議決定）
国土強靱化基本計画（R5.7.28閣議決定）
デジタル田園都市国家構想総合戦略（R5.12.26改訂）
新広域道路交通計画
WISENET2050（R5.10.31公表）

定性的な評価項目として、
施策方針への貢献度を
位置付け

１ 総合的な評価のあり方

■ 施策方針に対応した評価項目のイメージ
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１．昨今の道路事業評価を巡る情勢・議論

２．道路の事業評価における論点
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２－２） 多様な効果の評価

２－３） 一体評価のあり方

２－４） 事業費算定のあり方

３．今後の方向性



多様な効果の貨幣換算化

○ 道路整備の費用便益分析では、３便益を対象に便益を計上。

○ 一方、道路整備により、直接効果に加え、企業の新規立地に伴う沿線市町の税収増など、波及効果も含
め様々な効果が発現しており、多様な効果の貨幣換算化にも取り組んでいる。

25
25

間接効果（波及効果）直接効果

3便益

走行時間短縮便益

走行経費減少便益

交通事故減少便益

走行快適性の向上

歩行の安全性・快適性の向上

環境改善
（大気汚染、騒音、CO2、景観等）

時間信頼性の向上

新規立地に伴う生産増加

雇用・所得増大

人口の安定

財、サービス価格の低下

資産価値の向上

財政の安定

地域格差是正
（所得格差の是正、
生活格差の是正）

ex.様々な施設が利用可能
になる満足度の向上等

ex.様々な施設の利用者の
増加等

道路空間の利用

災害時の代替路確保

生活機会、交流機会の拡大

公共サービスの向上

現状の費用便益分析では
３便益のみを計上

地方整備局の事業評価において
貨幣換算化の事例がある効果※

＜凡例＞

：

※平成28年度～令和5年度に開催された地方小委員会、事業評価監視委員会における新規事業採択時評価・再評価より集計

２ 多様な効果の評価



100%

100%

100%

8%

7%

6%

2%

1%

1%

1%

0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

走行時間短縮

走行経費減少

交通事故減少

時間信頼性向上

CO2排出削減

救急医療のアクセス向上

災害時の人的被害の軽減

災害時の迂回解消

災害等に対する不安感の解消

冬期視程障害解消

災害時の通行止めによる営業損失解消

(1188件)

(1188件)

(1188件)

(90件)

(80件)

(72件)

(23件)

(17件)

(13件)

(8件)

(3件)

※平成28年度～令和5年度に開催された地方小委員会、事業評価監視委員会における新規事業採択時評価・再評価より集計

「３便益」以外の効果
（参考値）

多様な効果の貨幣換算化

26

○ 道路の事業評価においては、費用便益分析に用いる「３便益」以外にも、多様な効果の貨幣
換算化に取り組んでいる。

２ 多様な効果の評価



津波の被害軽減の効果

時間信頼性向上の効果

救急救命率向上の効果

参考）多様な効果の評価事例

27

２ 多様な効果の評価

■事業評価における多様な効果の掲載イメージ



参考）多様な効果の評価事例 （時間信頼性向上便益）

○ 道路整備によって、走行時間のばらつきが縮小されることにより道路利用者に生じる「時間信頼性向上
便益」について、一部事業で貨幣換算化に取り組んでいる。

○ さらに、新道路技術会議の研究において、より適切な算定手法の開発が進められているところ。

２ 多様な効果の評価

出典：令和3年度第3回東北地方整備局事業評価監視委員会資料

■「時間信頼性向上便益」の貨幣換算化イメージ

28



参考）多様な効果の評価事例 （CO2排出量削減便益）

29

P

CO2排出の貨幣換算には、「公共事業評価の
費用便益分析に関する技術指針（共通編）」（
平成21年６月国土交通省）による原単位（
10,600円／t-C）を用いた。

出典：令和元年度第３回北海道開発局事業審議委員会資料

２ 多様な効果の評価

○ 道路整備がもたらす交通動態の変化により、周辺の道路を含む面的な旅行速度の向上が期待される。

○ 旅行速度や交通量の変化によるCO2排出削減の効果である「CO2排出削減便益」について、一部事業
で貨幣換算化に取り組んでいる。



参考）多様な効果の評価事例 （救急医療のアクセス向上効果）

30

２ 多様な効果の評価

○ 道路整備により、医療機関への救急搬送時間が短縮されることにより、救命率の向上が見込まれる。

○ 救命率の向上効果について、統一的な算定手法はないものの、独自に貨幣換算化し、道路整備の効果
として示している事例がある。

■「救急救命率のアクセス向上効果」の貨幣換算化イメージ

出典：令和５年度第２回東北地方整備局事業評価監視委員会 資料



（参考）公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針（共通編）（改定案）

31

２ 多様な効果の評価

R6.6.24 令和６年度第２回
公共事業評価手法研究委員会



道路事業における多様な効果の示し方（案）

３便益
○ 走行時間短縮便益
○ 走行経費減少便益
○ 交通事故減少便益

３便益と重複しない効果（例）
○ 時間信頼性便益
○ CO2削減効果
○ 救急救命率の向上
○ ・・・
⇒必要に応じて貨幣換算し
Bに加算（参考値）

費用便益分析

総合評価

３便益と重複のおそれのある
効果又は貨幣換算が困難な
効果（例）
○ 雇用・所得増大
○ 人口の安定
○ ・・・
⇒並べて記載（参考値）

B/C〔参考値〕
多様な効果

２ 多様な効果の評価

○ 道路事業による多様な効果について、必要に応じて貨幣換算化し、参考比較のための値を設定して公表。

○ 併せて、貨幣換算が困難な効果も含めて総合的に評価する手法についても検討していく。

○ 評価の対象とする効果や、それらの取扱については、今後具体的に検討していくこととする。

■多様な効果の示し方のイメージ

32

B/C
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道路ネットワークが繋がることによる効果

34

３ 一体評価のあり方

○ 高規格道路や大規模バイパスなどの路線は、ネットワーク全体が接続することにより効果を発揮するも
のであり、道路ネットワークのもつ本来の機能は、広域的な視点から評価をする必要がある。

■「三陸沿岸道路」の効果発現事例

出典:「豊かで活力ある東北を取り戻そう」（東北の社会資本整備を考える会）より抜粋



評価対象区間

ＪＣＴ

ＪＣＴ

供用済

事業中

調査中

-30 -20 -10 基準年 10 20 30 40 50 60 8070 （年）

IC

IC

IC

IC

IC

費用 便益

供用済

事業中

調査中

費用 便益

50年

評
価
対
象
期
間
末

費用便益分析
対象範囲

※

※

起終点

一体評価の運用

○ 複数の区間をまとめて評価する「一体評価」について、平成23年度に復興道路・復興支援道路の複数区間を同時に新
規事業化する際に適用する等、東日本大震災を契機に取組みを開始。（平成29年度から正式に導入）

○ 道路ネットワークとしての機能を踏まえ、一体的に効果を発揮するネットワーク区間全体について評価を行い、個別の事
業化区間毎の評価結果と並べて示している。

35

３ 一体評価のあり方

起終点間を基本として適切なネットワーク区間を設定評価区間の考え方

ネットワーク区間全体費用便益分析の対象区間

ネットワーク区間全体の供用後50年後まで
（部分供用区間の更新費等を適切に計上）

便益の算定期間

※ 計画段階評価、都市計画決定が完了している区間を費用便益分析の対象とする。

＜一体評価における評価区間の考え方＞

道路ネットワークとしての機能を踏まえ、高規
格道路、大規模バイパス等の起終点間を基本
として設定する。

但し、評価対象の特性に応じて、効果把握
に要するコスト等を踏まえた区間とすることができ
る。区間設定にあたっては、第三者委員会等に
おいて意見を聴取するものとする。

起終点によらない区間設定の考え方に
ついて、より明確に示していく。

起終点



一体評価における調査中区間の事業費について

36

○ ネットワーク評価における調査中区間は、概ねのルートや構造の検討（計画段階評価）が完了している確度の高い調査
中区間を対象としている。

○ 対象となる調査中区間においては、橋梁やトンネルなどの構造別に近年の類似工事の実績から単価を設定し、費用を
算出している。

３ 一体評価のあり方
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道路事業の事業費増について

38

〇R6.4時点事業中の直轄改築事業（428事業）

・事業費増額：約27.2兆円→約34.2兆円（+約7.0兆円）→増加率約26％

○428事業のうち、

増加率0～20％未満 → 230事業（54％）

50％以上 → 99事業（23％）

（うち、2倍以上 → 33事業（ 8％））

事業化時より減少 → 13事業（ 3％）

増加率の割合（428事業）

50%以上の増額

100%以上(2倍以上)の増額



道路事業の事業費増について
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〇R6.4時点事業中の直轄改築事業（428事業 うち高規格225事業、一般203事業）

・全体事業費の増加率が±10％以内の事業は、全体の約48％程度

・全体事業費の増加率が+20％以内の事業は、全体の約54％程度

±10%以内
206事業

高規格
104事業(50%)

一般
102事業(50%)

+20%以内
230事業

高規格
118事業(51%)

一般
112事業(49%)

平均値+30.4% 中央値+10.3%



・地元や関係機関と随時調整していく中で、
地域の生活環境

に配慮しながら、周辺への影響を最小限に
する形で工事を

進める必要が生じたこと

事業費増の要因の例

地質調査結果を踏まえた施工方法の見直し（例）

見直し案 円弧すべり線

盛土

腐植土層

砂質土層

砂質土層

粘性土層

N値
0 5010 20 30 40

0.35

1.75

5.35

6.55

8.90

14.40

17.45

20.45

柱状図

約10ｍ

約17ｍ

約10ｍ

約17ｍ

盛土載荷重工法
当初計画

盛土

地盤改良

近隣の地質調査をもとに軟弱地盤を想定し、盛土載荷重工法を計画。

用地取得完了後、当該箇所の地質調査を実施した
ところ、想定以上の軟弱が判明し、円弧すべり対策と
して、地盤改良を行う必要が生じた。

遮音壁

調整池

地元や関係機関協議を踏まえた対応（例）

地元協議の結果、作業ヤードと近接している住宅地に配慮した騒音
対策(遮音壁)を追加。

河川協議の結果、道路排水を一時的に貯留し、流量を調整しながら
処理するための調整池を追加。

現道の交通状況

地元や関係機関と随時調整していく中で、地域の生活
環境に配慮しながら、周辺への影響を最小限にする形
で工事を進める必要が生じた

40



事業費増額の主な要因

41

変動率
変動額
（億円）

件数項目

11%40280地質・土質条件

3%1453自然条件（環境保全、災害等）

5%2527設計熟度（施工計画等）

4%23139関係機関・地元協議

5%2762関連計画の変更

3%2387法律・基準等の改正

4%5226単価・税率の変更

※H30～R4年度に再評価を実施した事業の公表資料等から、事業費の変動要因と変動額の主な要因を集計。
※件数はのべ件数（複数の変動項目が含まれる場合は、各々1件ずつ件数を計上）。
※変動額は中央値、変動率は変化率の中央値であり、いずれもひとつ前の評価からの変動値。

○ 事業費の増加要因は、道路事業では「地質・土質条件」（脆弱な地質や軟弱地盤等）や「関係
機関・地元協議」が多い。

R6.6.24 令和６年度第２回
公共事業評価手法研究委員会資料より作成
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数

（
％

）

前回全体事業費に対する増加率（％）

地質・土質条件

自然条件（環境保全、災害等）

設計熟度

関係機関・地元協議

関連計画変更

法律・基準等の改正

単価・税率の変更

※H30～R4年度に再評価を実施した事業の公表資料等から、事業費の変動要因と
変動額の主な要因を集計。

※増加率は、前回再評価の全体事業費からの増加率を記載。
※累積相対度数は事業費増加の要因ごとに件数を積み上げたもの

＜増額要因＞

増額要因毎の増加率（道路事業全体）
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○ 道路分野の前回再評価からの増額要因ごとの増加率について、地質・土質条件が他の項目
よりも大きい傾向にある
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（参考）事業費変動に関する研究事例 第69回土木計画学研究発表会・春大会
「道路事業における事業費の地盤に起因する変動特性」
（執筆：小島 太朗・家田 仁）から引用

○ 増加額および増加率は、橋梁に比べて、トンネル、土工が大きくなる傾向

○ 増加額および増加率の分布のばらつきについては、橋梁に比べて、トンネル、土工が大きくなる傾向

※ １．増加額は、東北、関東、中部、近畿、九州の各地方整備局での事業評価資料375件（道路、2018～2022年度、再評価）を基に作成
※ ２．増加率は、東北、関東、中部、近畿、九州の各地方整備局での40事業（道路）の事業化～2022年度における再評価での変動を対象に作成

※地盤に起因する増加特性（増加額，増加率）を対数正規分布の確率密度関数として表現
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道路事業の事業費管理における課題

44

○ 事業用地等における調査や工事の進展に伴い確認された技術的課題への対応や、地元や
関係機関との協議をふまえた追加対応のほか、資材などの物価上昇により、計画当初に比べ
て事業費の増額が生じることがある。
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環境影響評価
（配慮書）

環境影響評価

都市計画

計画当初

事業化前調査 事業化後調査

用地買収後調査



（出典）公共土木設計施工標準請負契約約款利用の手引き（2014 年 12月公益社団法人 土木学会）
図3-1（設計・施工一括発注方式におけるリスク要因とリスク分担の原則）を国土交通省にて一部加筆修正

リスクの要因
（変更をもたらす原因であり、発注時において不確定な要素）

自
然
条
件

社
会
条
件

そ
の
他

気象・海象

河川、湧水・地下水

支持地盤

地中障害物

地元協議（騒音、振動等）

関係機関協議
（近接施工、交差物件、占有物件、交通規制）

作業ヤードの契約等の状況

用地の契約等の状況

隣接工区工事進捗状況

不可抗力

法律・基準等の改正

人為的ミス

発注者が発注時までの調査結果等
を提示し、受注者がリスクの内容・大

きさを技術的に判断する要因

（受注者の提案内容により要因の範囲・影
響の度合等が変化する）

発注者がコントロールしている要因

受発注者のコントロール外の要因

受注者がコントロールしている要因
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（参考）工事発注段階におけるリスク要因
R6.6.24 令和６年度第２回
公共事業評価手法研究委員会



確認内容確認項目分類

●●事業の調査結果から軟弱地盤が想定されるた
め、地盤改良費用を計上

近傍の地質調査結果等を確認し、軟弱地盤の深さなど
を踏まえた軟弱地盤対策が計上しているか

土工

●●事業の地質調査結果と橋梁延長(●●m)を踏
まえ、●●橋で費用を計上

近傍の地質調査結果や橋梁延長を踏まえた橋梁形式を
選定し計上しているか

橋梁

●●事業を参考に支保工パターンと掘削補助工法
を想定して計上
坑口部法面、低土被り箇所、湧水状況を加味した
概算算出

支保工・掘削補助工法は地質の変化を踏まえた設計と
なっているか

トンネル

当該事業による影響があると考えられる用地
●m2、物件●件、その他●●などを計上
※鉄塔等大規模物件の漏れは無いか
※漁業権等の権利補償は無いか

用地補償費は、事業により用地や物件等に影響がある
範囲を全て考慮し、計上されているか

用地補償

＜チェックリストの例＞

※今後の事例の蓄積等を踏まえつつ、更なる改善を図る

当初事業費算定の精度向上の取組

○ 新規事業採択時をはじめとした各段階における事業費の精度向上を図るため、事業の特性に応じた事
業費計上の注意点を周知

〇 例えば、増額の実態を踏まえ、当初計画時点で必要な費用計上がされるようチェックリストを作成
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事業中における事業費管理

47

事業費管理のイメージ

○ 事業実施中の事業において、各年度に事業進捗を確認

○ 用地買収や工事の着手時など、事業費を確認できる節目で事業費等を精査し、事業費の増額等が見込
まれる場合は、原則５年で実施している再評価を前倒して実施



再評価の適切な実施

○再評価は、原則５年で実施しているが、必要に応じて前倒しして実施

○令和５年度の再評価実施事業のうち、前回の再評価から4年以内（未着工は２年以内）に再評
価を行っている事業は、約７４％

48

割合
（A/B）

合計
（B）

前回の再評価から4年
以内（未着工は２年以
内）に再評価を実施

（A）

5年で再評価
（未着工は３年）

74%1178730

※ 令和６年度予算に向けた国土交通省所管公共事業の事業評価について（令和６年１月３１日）に掲載のあ
る令和５年度の再評価実施事業のうち、道路事業117件を集計

※ 再評価の該当基準にかかわらず実施時期に着目



今後の取組の方向性（案）

○事業特性を踏まえ、事業費に関するリスクへの対
応を強化する。
・各設計段階のリスク分析・評価の実施
→ 事業化前・着工前段階における事前調査を充実
→ 設計段階に応じて、事業費に関するリスク分析・評
価を行い、評価時点でのリスクを洗い出し

・今後予見されるリスクの明示

→ 評価時点におけるリスクへの対応状況や事業費計
上の考え方を明示

・リスクを考慮した事業費の計上
→ 過去の事例のストック化を進め、これらの分析結果
等に基づき、リスクを考慮した費用を計上
→ 更なる事業費増加を避けるため、コストマネジメント
をはじめ、事業の執行管理や効率性低下等への
対応策の適切な実施

○再評価を実施するタイミングを明確化する。
→ 工事着手時など事業費を確認できる節目において、
事業費や事業計画などの抜本的な見直しが生じ
た場合は、再評価を前倒して実施

特に、事業費への影響が大きい大規模な道路事業や
ダム事業などにおける、当初事業費の算定について、
事業特性に応じた検討を深めていく必要。

（参考）公共事業評価手法研究委員会
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（参考）事業費算定のあり方に関する取組の方向性 （参考）公共事業評価の費用便益分析に関する技術指針
（共通編）（改定案）



超過しないコスト

確
率

累
積

確
率

超過しないコスト

P50: ▶
￡312k

◀平均値
￡320k

◀ P80:
￡348k

◀基本コスト
￡280k

12%

○ 英国では、事業費算定にあたって、定量リスク評価（Quantified Risk Assessment：QRA）と楽観バイアス（Optimism 

Bias:OB）の２つの観点から検討を行い、どちらか高くなる方を加算する。（一般的には、楽観バイアスが高くなる）

○ 定量リスク評価は、各リスク項目を考慮した費用を積み上げるのに対し、楽観バイアスについては、
事業種別や事業段階に応じて、全体事業費の増加率を設定している。

楽観バイアスによる影響

・楽観バイアスは、事業者による費用の過小推計もしくは
便益の過大推計の傾向を指す

・過去の計画と実績データから得られた結果を用いて、
事業種別、事業段階に応じた全体事業費の増加率
（アップリフト係数）を設定

＜参考＞アップリフト係数（道路事業の施工前段階の場合；＋20％）

＜参考＞事業費増加リスクの確率分布の例

定量リスク評価による影響

・事業費に関する多様なリスクを特定し、過去の実績
データ等を用いて、各リスク項目の発生確率分布を
算出し、必要に応じて、各リスク項目を考慮した費用
を計上する。

主なリスク分類

法改正や政策に関するリスク政策リスク

建設に関わる工程遅延、許認可等に関するリスク資産提供リスク

運営費やメンテナンス費用、インフレ等の変動リスク資産運用リスク

需要変動、設計不適合、サービスの利用、技術変
化等に関するリスク

需要・収益リスク

出典：Department for Transport: Transport Analysis Guidance A1-2 scheme costsを基に作成 50

諸外国における事業費算定の取組（英国）
R6.6.24 令和６年度第２回
公共事業評価手法研究委員会



当初事業費算定のあり方（方向性）

51

地質調査や設計等の進捗、工事中の現場条件の変更等に起因し、新規採択評価時に算定
した当初事業費が増額するケースが発生

課
題

当
初
事
業
費
算
定
の
あ
り
方
（
方
向
性
）

１．当初事業費算定の改善

・過去の事業費増をふまえたチェックリストを
活用し、現場条件や施工方法を確認し、必
要な経費が適切に計上

・チェックリストは、今後の事例の蓄積等をふ
まえ、更なる改善を図る

・最新の労務費や資材単価で事業費を算定

・事業化前の事前調査を充実し、当初事業
費算定時に、事業のリスク分析・評価を行
い、リスクを洗い出すとともに、リスクへの
対応状況を明示

・過去の事例のストック化を進め、これらの
分析結果等に基づき、当初事業費算定時
にリスクを考慮した費用を計上

２．事業費管理の徹底

・工事着手時など事業費を確認できる
節目では事業費の精査を実施し、事
業費の増額等が見込まれる場合は、
再評価を前倒して実施

・大幅な事業費増が見込まれる場合、
事業計画等の変更を検討

・当初事業費算定時のリスクを回避ま
たは軽減できるよう、事業の適切な
執行管理やコストマネジメントを実施

・事業再評価において、リスクへの対
応状況を明示

取
組
の
徹
底

リ
ス
ク
へ
の
対
応
強
化

（特に事業費変動が大きい大規模な道路事業に適用）



大規模な道路事業の事業プロセスの強化（案）
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事業化前 事前調査の充実 事業化後 重点的な調査の実施

事業化前の事前調査を充実し、事業費の算出精度向上を図るととともに、
事業のリスク分析・評価を実施

○弾性波探査
地下を伝わる弾性波が物性の異なる境界で屈折や反射な
どの 現象を生じることを利用して、地質の状況を調査する
ための手法

伝播速度別に層分けしたもの
伝播の早さで岩や土砂の分布
状況を推測する

○従前、事業化後に実施していた調査の一部を前倒して実施
（弾性波探査、空中電磁探査、レーザー測量等を活用した概略設計など）

弾性波探査 調査結果（例）

事業化後、工事着手前の調査を重点的に実施し、調査結果を踏まえ、
道路機能に支障となるリスクやコストの増加要因を把握し、必要に応
じて、ルートや構造の見直しなど、事業計画の変更を柔軟に実施
○高規格道路の構造変更の例
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今後の方向性

54

今後の取組の方向性（案）論点

○ 総合評価の実施に当たって、国としての上位計画や道路の施策方針（WISENET等）に対応した評価
項目となるよう見直しを行う。

○ 多様な価値に対応した総合評価のあり方（B/Cの位置付け等）について検討を進める。

総合的な
評価

評
価
の
あ
り
方

○ 事業の説明責任の観点から、評価手法の確立、評価値の精度向上に向けた検討が必要な効果も、
その旨明示した上で、必要に応じて貨幣換算化し、参考比較のための値を設定して公表する。

○ 対象とする効果や、それらの取扱（費用便益分析に含めるか、総合評価のうちの１つの指標とするか
等）について、今後具体的に検討を行う。

多様な
効果の
評価

○ 道路ネットワークの本来の機能を適切に評価するため、引き続き一体評価を実施していく。

○ 一体評価の区間設定は、引き続き起終点を基本とし、起終点以外で区間設定する場合の運用をより
明確化する。

一体
評価

○ 昨今の物価変動や技術の進展等を踏まえた原単位のあり方についても検討を行う。

○ 費用便益分析の対象とする便益及び費用について、適切な評価の観点から精査を行う。
その他

○当初事業費算定の改善

・過去の事業費増をふまえたチェックリストを活用し必要な費用を計上。リストは更なる改善を図る

・事業費変動が大きい大規模な道路事業については、事業化前の事前調査を充実し、事業のリスク分
析、評価を実施。過去事例の分析結果等に基づき、当初事業費算定時にリスクを考慮した費用を計上

○事業費管理の徹底

・工事着手時など事業費を確認できる節目で事業費を精査し、必要な場合は再評価を前倒して実施

・大幅な事業費増が見込まれる場合、事業計画等の変更を検討

・大規模な道路事業については、事業再評価において、リスクへの対応状況を明示

事業費算定
のあり方


